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．はじめに
少年法は、非行を行った少年に対し、51条で「罪を犯すとき18歳に満た
ない者に対しては、死刑をもつて処断すべきときは、無期刑を科する」
（第項）と規定し、「罪を犯すとき18歳に満たない者に対しては、無期
刑をもつて処断すべきであっても、有期の懲役又は禁固を科することがで
きる。この場合において、その刑は、10年以上15年以下において言い渡
す」（第項）と規定して、量刑の緩和措置を設定している。また、それ
に続いて、52条で不定期刑を定め、「少年に対して長期年以上の有期の
懲役又は禁固をもつて処断すべきときは、その刑の範囲内において、長期
と短期を定めてこれを言い渡す。但し、短期が年を越える刑をもつて処
断すべきときは、短期を年に短縮する」と規定している。少年法専門家
や人権活動家は統計的数値によって少年犯罪の凶悪化および増加を否定す
るけれども()、現在、市井において少年非行に対して厳罰化を望む声は
大きい。「厳罰化」が市民から容認支持されている背景には凶悪非行の行
為者である少年が「少年」というには体格も狡知も成人のそれに匹敵する
かそれ以上であることにギャップが存するためである。
そもそも非行少年が犯した非行は、憲法が保障する人権保障および憲法
秩序といった憲法的価値を侵害する行為であり、本来、「犯罪」として刑
法等による処罰の対象となるものである。しかるに少年法51条の量刑緩和
規定は、当該犯罪に対し、少年であることを理由に当該量刑を軽減するも
のであって、本来、法秩序としては矛盾する政策を展開している。そうで
あるならば、少年法の当該量刑緩和規定は、日本国憲法の保護法益を侵害
するものに対し、特別の保護を与えることになるのであるから、「特別」
な事情は厳格に解しなければならないし、当該緩和措置の範囲も必要最小
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限に限られるべきである。
ところで、少年という年齢層は成長過程において未熟から成熟へと大き
く変化していく時期であるから、少年非行に対する対応を考える場合、少
年という概念で一括りにして当該少年の行為を取り扱うことは合理性を欠
く。一般に、少年という成長段階にある年齢層の人間は、⑴そもそも人間
として本人一人では衣食できず私生活および社会生活において生きていけ
ないかあるいは生きていくのが極めてリスキーな成長段階にある者と、⑵
体格的および知的には衣食住さえあれば自分自身で自己の生活を継続して
いける程度に成長しているが未だ自立して生きていくには未熟さが残って
いる成長段階にある者、とに区分できよう。
憲法の保護法益を侵害した少年非行に対する特別措置は厳格に解し必要
最小限でなければならないのであるが、その厳格性および必要最小限の判
断基準は、成長段階における上記区分が考えられる以上、非行少年の成
長発達段階に応じて変わるべきであると考えるのが正当である。
本稿は、未成年者の成長発達の段階に応じた違憲審査基準を適用して、
少年法の量刑緩和規定の合憲性ないし違憲性を検討する。よって、少年非
行の被害者又はその家族が抱く無念さや被害感情の緩和消滅に資したい。
なお、本稿は、少年の意味を「個人の尊重」概念との関連で考えてみた
い。したがって、本稿の対象とする少年非行は、「集団」を形成して犯行
に及ぶ少年いわゆる社会からドロップアウトした少年による非行であ
る()。
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．未成年者に対する「個人」の認識のあり方
⑴ ＜憲法における「個人」の意味＞
人権の派生史的にみて、人権の享有主体は抽象的人間像に基づくもので
あるが、現代日本の憲法における人権享有主体は、性別を持ち、肉体を持
ち、喜怒哀楽など自律した人格を持つ具体的な実在としての具体的人間像
に基づくと捉えることができる()。このことを受けて、憲法が保障する
人権とは、人間が人間として生きていく上で必要な権利と定義できる（抽
象的人間像に基づく人権の定義は、人間が生まれながらにして持つ権利、
ないしは人間であるという理由だけで持つ権利、とされている）。
憲法13条は「個人の尊重」を規定する。「個人の尊重」は、憲法上のす
べての価値の根源を「個人」に置くという考え方で、日本国憲法の根本的
な原理である。一般に、「個人の尊重」とは「一人ひとりの人間を、自立
した人格的存在として尊重すること(
)」と語られる。したがって、ここ
にいう「個人」とは、「自立した人格的存在」である「一人ひとりの人間」
を意味する。日本国憲法は、かかる個人が、自立した人格的存在として生
きていくことを保障しようとするものである()。
また「個人の尊重」と「人間の尊厳」との異同についての考察では、
「個人の尊重」について、①「社会と個人との関係を基本的に緊張関係」
として捉える「個人主義」に立つものか、②「社会と個人との間の何らか
の有機的関係ないし融合」を前提とする「人格主義」に立つものかを検討
したのち、日本国憲法における個人の尊重は「個人主義」に立つものと定
位する()。すなわち、社会に対して対自的存在が日本国憲法にいう「個
人」である、ということになる。
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こうして見てくると、「自立した人格的存在」という理解が個人の尊重
における「個人」の理解として定着していると考えてよいだろう。
なお、傍論だが、筆者は「個人」という「存在」に重きを置いて理解す
る立場をとる。具体的人間像を前提に把握する立場に組し、「人間存在そ
のもの」が個人の尊厳の根拠になると理解すべきであると考える。人間の
「存在そのもの」が価値をもつのであって、宇宙論的に言うところの「空
間それ自体がエネルギーをもつ」という説明に似ている。このことは植物
人間の状態になっても変わりはしない。また死亡により遺体となっても、
そこに「人間存在そのもの」がある限り、「人格性」が消滅しても「尊厳
をもっている」と言えるのである。
⑵ 憲法における未成年者の「個人」像
未成年者も「自立した人格的存在」としての「個人」に当然に含まれる
としても、未だ成熟した判断能力を持たないために成人と異なった取扱い
がなされてきた。基本的人権の享有主体としての未成年者は、成年制度を
前提として、従来、人権の主体というよりは保護の対象として考えられ、
人権の一括的制約が容易に認められる傾向があった。その代わり、少年非
行において、成年ならば刑罰を科せられるところ、未成年者は少年法によ
って当然に保護の対象とされ、社会復帰も強く意識されてきた。すなわち、
未成年者は、一方では人権の制限を一定程度受ける存在であり、他方では
犯罪該当行為において保護対象として科刑対象から外されたり量刑緩和措
置対象になっている存在である。人権制約と少年非行保護措置とは相互関
連的なものであり、両者を別々に論じるよりは「個人」という概念の中で
論じるのが合理的であると考える。
日本国憲法における未成年者に関する憲法論は、「子どもの権利条約」
締結以来、とくに同条約12条の意見表明権により、人権の享有主体性が強
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く意識され、人権制限の一括容認的状況が方向転換された。このことは大
きな転換を意味した。未成年者を前提として保護の対象にするという見方
を排し、未成年者もまずは自律した人格をもつ一個人と考え、その上で、
発達の未成熟な部分に応じて自己加害的な行為回避のための人権の制限を
承認するという立場が採られるようになった。基本的人権が人格的自律性
に由来すると解する立場をとる論者は次のように表現した。すなわち、
「未成年者の自律の助長促進という観点からの積極的措置が要請されると
共に、基本的人権の制約は未成年者の発達段階に応じ、かつ、自律の助長
促進にとってやむを得ない範囲内にとどめなければならないと解される」
と表現した()。
未成年は、自立した人格的存在としての人間を年齢（age）によって区
別した一つの区分である。「未成年者」に日本国憲法の平等規範を適用し
たとき、まず成年者と同様とみてその上で一定の取り扱い上の差異をつけ
る存在と考えるか、あるいはそもそも未成年者として成年者とは違う存在
とみなし取り扱い上の特別の保護を与える存在と考えるか、これらつの
相違は決定的に重要である。
未成年者の人格的自律性を重視する上記の立場から、その具体化として、
①自律の現実化の過程を妨げるような環境を除去することが求められると
共に、②その過程に必要な条件を積極的に充足し、さらに、③その過程に
とって障害となると考えられる場合にその過程そのものに介入することが
求められる、という点が提示されている()。筆者はこの論者の次の記
述に注目する。すなわち、「①と②を一方的に推し進めると、安易な“子ど
も保護論”となってしまい、①と②が未成年者の自由制約の側面をもって
いることへの配慮が希薄となり、また、多元的社会構造の維持に寄与する
家族の役割に対する適正な配慮を欠く結果を招きかねない点に留意する必
要がある()」という指摘である。
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私は、少年法51条の量刑緩和規定が上記「①と②を一方的に推し進め」
た結果であるとの疑いが濃いと考えている。
これに対し、少年法専門家の側からの少年非行をめぐる論議は一方的に
人権擁護を推し進めているように思われる。フランスで2002年に少年非行
に対し保護から刑罰の方へ一歩進める改革がなされたが、日本では子ども
の権利条約批准を契機に子ども一般に対する成長発達権論議が盛んになり
再犯防止策に対する議論が触法精神障害者の治療処分に狭小化される傾向
があったようである(10)。また、少年法51条についても、現行少年法は、
少年年齢の上限が18歳未満とされていた旧法にあった量刑緩和の特則規定
を継承し、現行少年法が少年年齢の上限を20歳未満に引き上げたことによ
り、当該条規の量刑緩和の特則規定の対象も歳引き上げて拡張した。
「行為時16歳・17歳に対する死刑を廃止した点が特に重要である」と論じ
て、子どもの権利条約37条の要請にも合致していることを特記してい
る(11)。さらには、子どもの権利条約が批准されたのちの2000年改正にお
いても、51条項を新設して、無期刑相当と判断される事案につき、すべ
てを必要的に有期刑に減軽していたのを選択制に変更して厳刑を選択でき
るようにしたけれども、51条項の死刑を排した部分については厳罰化さ
れることなくそのまま維持された(12)。
以上のように、少年を自立した人格的存在として捉えて安易な子ども保
護論に堕しないように議論してきた憲法学的な方向性に対して、科刑の緩
和を少年の未成熟性と可塑性の大きさを理由に画一的に肯定しおよび少年
年齢による死刑廃止の維持についても国際条約を理由に画一的に肯定して
きたきらいのある少年法学の方向性には疑問が残る。その結果、憲法学か
らの少年非行の法政策状況に対して批判が加えられている。この点、項を
改めて紹介する。
憲法学から少年法への批判の一つは、少年法61条に向けられたものであ
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る。本稿と少年法の対象条文が異なるが、批判している根底的なもの（人
権保障の考え方）は類似している点があり、ここで紹介する。「少年によ
る重大な犯罪が続発している。…中略…これらの少年による事件がわれわ
れに突きつけている疑問は、深くしかも重大である」と切り出し、少年法
61条が容疑者の少年の氏名や写真の公表を禁止しているために堺市通り魔
殺人事件や長良川リンチ殺人事件といった凶悪事件の容疑者少年から報道
したマスメディアに損害賠償請求が提起されている状況を述べて、「少年
の更生のことを考えて氏名などを公表すべきでないという少年法の考え方
は、もちろん尊重に値するものである。しかし他方で、マス・メディアに
は憲法で保障された表現の自由があり、それには報道の自由が含まれる。
そしてマス・メディアの報道の自由は、国民の『知る権利』に仕えるもの
である。いかに尊重に値する目的であろうと、報道の自由という憲法上の
基本的人権はそうたやすく制約されるべきではない」として、「日本国憲
法の保障する表現の自由に照らし、一定の場合には、少年の実名報道が認
められるべきではないかという見解の可能性」を探る試みを行ってい
る(13)。
少年だから当然に憲法上の表現の自由・報道の自由を押し切って秘匿し
ておくという点が議論の根底に疑問として残っている。少年という理由で
そう簡単に重大な人権である憲法価値を抑制・侵害してしまえるのか。
「少年」は「①未成熟性」および「②高い可塑性」をもつ存在であるとい
うことを根拠に、少年を理由とする正当性が生まれるのであるから、「少
年」を議論の前提として持ち出すにあたっては、常に上記①および②の条
件が満たされていることを個別具体的に検討したあとでなければならない
のではないか。これら諸点が疑問として残る。かかる疑問が私に共鳴を与
える共通項がある。すなわち、上記①および②を個別具体的に証明した後
でなければ、少年法51条の量刑緩和規定を適用する正当性がないのではな
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いか、凶悪犯罪によって侵害した個人の尊厳という憲法価値を凌駕する正
当性がないのではないか、と考えるのである。
もう一つ、憲法学者が少年非行の問題性に切り込んだ記述を、少し長く
なるが、紹介する。「ここでこの問題（少年非行の問題、を指す…山内）
を特にとりあげてみていくのは、その広がりが現在の社会に及ぼす影響が
甚大であることと、それが少年たちのの将来および未来社会の在りように
重い負荷を課すという憂慮に押されてのことである。現に多くの非行少年
たちは、家庭や学校でヴァンダリズム（財物損壊）、対人暴行の暴力を振
い、一般社会でも騒音や交通妨害、脅迫行為などから、強盗・傷害・殺人
等の重い犯罪にわたり、実害や恐怖を与えている。第二次大戦後に増大し
てきた少年非行が、社会に及ぼした禍害は、諸国家で悩み深い共通の重荷
となっている。しかも非行に走った少年たちの相当部分は、まっとうな生
活に復帰できず、累犯を重ねて本格の犯罪人になる蓋然性が高い。未来社
会がそのような青少年の犯罪のために不安定で暗い状況になれば、市民の
平安な生活は失われ、憲法が自由権や幸福追求権を保障しても、“絵に画
いた餅”になってしまうだろう。その前に、非行少年たち自身が、――
人々の自由や幸福を損なう行為そのものによって――自ら人権主体たる資
格を毀損もしくは放棄するという矛盾を演じている。彼らの意識が低いだ
けに、これは痛ましい自
﹅
己
﹅
破
﹅
壊
﹅
の
﹅
悲
﹅
劇
﹅
である」（傍点は著者）として、子
どもの非行やいじめを産みだすのは“歪み社会”である、と洞察しているよ
うである(14)。
⑶ 子どもの成長発達権への憲法学からの批判
少年法専門家は旭川学テ訴訟最高裁判決を用いて子どもの成長発達権を
次のように説明する。すなわち、大人も成長発達権を有するが、子どもの
成長発達権は大人のそれと異なる。第に、大人の場合には成長発達を
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「原則として自律的に達成すべきもの」であるのに対し、子どもの場合に
は「自らの力だけでその目標を達成することが困難な未成熟な存在」であ
る。第に、子どもは「適切な支援を提供されれば、飛躍的に成長発達を
遂げる潜在能力を秘めた存在」でもある。これら点により、子どもの成
長発達権は大人のそれと区別され、国を含む大人一般から成長発達のため
の適切な支援の提供を受けることが保障されなければならない、と論じて
いる(15)。
これに対し、憲法学から少年法専門家の主張する子どもの成長発達権論
についての批判がある。「成長発達権の具体的内容が定かでない」という
点である。少年法の関係者のいう子どもの成長発達の権利は人間としてあ
るいは市民として自己の知識を広め、判断能力を形成し、自分の考えをも
って生きていけるようになるということになって、それは自己決定権と呼
ばれている権利と同様であり、あるいは子どもが限定的ながら基本的人権
の享有主体であるといっているのと同じであり、子どもに固有の成長発達
権なる権利を考えるのは不可能である、という指摘である(16)。この批判
に対しては、少年法専門家から、成長発達権の定義については論者による
差異が生じていることを認めつつも、「自由の尊重や適切な援助の提供と
いった様々な促進手段を介して成長発達を遂げることの保障が中核にある
という点で、諸見解には基本的な一致が見られる」とする反論が出されて
いる(17)。
同じ論者によるもう一つの批判も首肯できるものである。すなわち、少
年法の関係者は、少年法の理念である「健全育成」と少年の成長発達を同
じ意味に捉える傾向が強く、そのため少年には「健全に成長する権利」が
あるといわれる。社会の求める「健全な育成」と少年の成長発達とは同じ
意味ではなく、もしこの両者が同一視されると、それはかえって少年の自
由が不当に侵害されるおそれがきわめて大きい、という指摘である(18)。
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すなわち、もし「健全な育成」と子どもの成長発達とが同じに考えられる
ならば、社会という公権力が「健全育成」の中身を決めてしまうことにな
り、少年の成長発達はそれに拘泥されてしまい、自己の自由な発達は望め
なくなる、というのである。
さて、そもそも人は成長発達する存在である。そのために「自立した人
格的生存をなすこと」が必要なのである。「個人」それ自体が生成・発
展・消滅のプロセスの中にある。一人ひとりの人間が持つ能力は様々であ
り、またそのそれぞれの能力も一人の人間が生まれてから死ぬまでのスパ
ンの中で、年を経るにつれて発達しそして消滅していく。と同時に他の能
力が生成され発展していく。例えば、視覚障害者においては聴覚が鋭く発
達し、訓練によって三倍速のスピードの会話の内容を聞きとれるようにな
る。また、高齢者においては年々肉体的な能力が衰えるが、その代り、物
事の真髄・真理を見抜く能力が高まっていき今まで気づかなかった事柄ま
で気づくようになる。このように、個々人の中で、成長の過程で表に表れ
た能力だけではなく、未だ顕現していない様々な能力がのちに発揮する例
は無数にある。成長発達という概念は特に子どもだけが強く持つものでは
なく、高齢者特に後期高齢者においても有用な概念である。日本国憲法の
「個人の尊重」は、このような「一人ひとりの成長発達」も守ろうとする
のである。
とすれば、大人と違って、「特に保護すべき対象」としての子どもであ
るための条件としては、①自らの力だけでは自律的に成長発達させること
が困難な未成熟な存在であること、②飛躍的な成長発達を遂げる潜在能力
（高い可塑性）を秘めた存在であること、の点に絞られる。
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．自立した人格的存在の地位の獲得の始期
⑴ 「少年」の特定
子どもにおいては、誕生からある時点までは他者の手助けなしには生き
ていけない。ここに「生きていけない」とは、①生物として生きていけな
いと共に、②社会的存在として生きていけない、の両方を含む。乳児期
（〜歳）・幼児期（〜歳）・児童期（〜12歳）の段階がまさにそ
れである。この段階における一人ひとりの人間は、「自立した」人格的存
在になるまで他者が助けの手を伸ばさなければ、成長発達が阻害されてし
まう存在である。したがって、「人間の尊厳」ないし「個人の尊厳」の尊
重によって彼らの存在そのものを保障するとともに、彼らの成長発達が阻
害されないような形で他者が手を差し伸べることが大切である。
本稿で検討する「少年」は、青年期区分法でいえば、主として青年期
前期（12〜18歳）であり、児童福祉法
条にいう児童（「18歳に満たない
者」をいう）も、少年法条項にいう少年（「20歳に満たない者」をい
う）も、労働基準法56条にいう児童（満15歳の誕生日を含む年度を超えた
者をいう）も、未成年者飲酒禁止法条及び未成年者喫煙禁止法条にい
う未成年（満20年に至らざる者をいう）も、それぞれに関わりのある年齢
層である。青年期前期は「個人」に向けて急激に様々な能力を生成発展さ
せていく過渡期であり、他者の手助けなしには生物的生存も社会的生存も
不可能な存在であったり、社会的生存のみ他者の手助けを必要とする存在、
他者の手助けなしに生物的生存も社会的生存も可能な存在であったりして
いて、多様な個性をもつ年齢層の集合である。青年期前期の少年に対して
は、「自立」を前提に成長発達を促す必要があるといえるだろう。ただ、
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本稿では、後に見るように、青年期区分法では問題の所在が明確になら
ないので、青年期を前期・中期・後期に分けた青年期区分法を用いる。
さらに言えば、身体的および人格的な成長発達の態様やスピードは個人
差が大きくしかも多様であるから、ある程度に達した少年は「少年」とい
う枠組みに入れられることにより、かえってその者のもつ成長発達にブレ
ーキをかけられてしまう場合がある。これでは憲法が求める個人の尊重に
背くことになる。憲法が求める個人の尊重は、一人ひとりがもつ個性とい
う様々な能力をそれぞれに発揮できるようにすることを国家に要求してい
る。そのため、既存の「少年」という概念をもっと詳細に検討することが
求められる。様々な未熟性のゆえに前提として「少年」に位置付け当然に
「成人」とは異なる取扱いをするべきものと、ある程度の成熟性が認めら
れることにより前提として「成人」と同等とみなし未熟な側面に応じて
「少年」を理由とする異なる取扱いをするべきものとに、区分する必要が
ある。
⑵ 「自立」概念の適用年齢の始期の検討
次に、「自立」概念の適用年齢について検討する。「自立した人格的存
在」としての「個人」が成り立つためには、①「身体的自立」、②「人格
的自律」、さらには③「経済的自立」が必要である。「身体的自立」とは子
ども社会において自己を維持し得るだけの身長に到達することを意味する。
このことはまた、大人社会においても企業経営上要求されるような継続的
労働に耐える程度に達した身体的大きさと強靭さとを備えた段階の身体を
意味するので、「経済的自立」の前提となる。「人格的自律」とは、反社会
的行為によることなしに、生きることを継続できるだけの社会的生存能力
を持つことを意味すると考えられる。
憲法13条にいう「個人」とは、人格的に自律し、身体的に自立し、そし
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て経済的に自立した存在のことである。日本国憲法は、かかる個人が個人
として生きていくための人権を保障する法である。さらに言えば、「個人」
における身体的な成長は止まっても、人格的な発達は継続可能なのであっ
て、憲法はかかる個人の将来における可能性に関わる利益も人権として保
障するものでなければならない。
しからば、「自立した人格的存在」の地位は、いつ獲得するのであろう
か。自立した人格的存在の地位の始期について上記側面から検討する必
要がある。
⑶ 身体的自立
本稿では、「自立して生きていく」ことに着眼しているので、身体的自
立については、単に働ける年齢というのではなく、企業経営上要求される
業務を担えるだけの身体的成長を念頭に置いて考える。そうすると、身体
が大人社会で通用するレベルに到達する年齢が重要である。一人立ちして
生きていけるためには、企業経営上要求される業務を担えるだけの身長が
必要なのである。この身長レベルに達したときに、憲法13条にいう「個
人」の要素である「自立した」が適用される。
身長について詳細に検討し、「身体的自立」の適用年齢を探る。
身体的成長、特に身長は、青年期前期にあたる思春期において最大にな
り成長が止まる。米国小児科学会2007年によれば、一般に、男子では「背
が伸び、体重が重くなる」のが10歳半から16歳、女子ではそれが歳から
14歳においてである(19)。
現在日本の男子の身長がほぼ最終的な成長水準に到達するとみなされる
のは高校年生の17歳である。2005年文科省学校保健統計によれば、日本
において17歳男性の平均身長が170cmを超えたのは1982年の170.1cmで
あった(20)。
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身長の推移を見ていくと、男性も女性も高度経済成長期に身長の伸びが
顕著であったが、以後の伸び率は低下し、最近に至るまで身長はほとんど
同じままである。すなわち、1900年における17歳男性の平均身長は
159.4cm、女子のそれは147.0cmであり、さらに第二次世界大戦後から昭
和30年代にかけて急速に平均身長が伸びたが、1982年に上述の170.1cm
を記録したあと、1994年、2004年と、170cmを超えてほぼ横ばいの状況
である(21)。
発達加速現象も考慮すべきだろう。近代の高度産業社会の成立とともに、
世代が新たになるにつれて人間のさまざまな発達速度が促進されていると
いう現象のことである。現象的によく知られているのは現代の青少年の体
格面での変化であり、従来よりも早く成人の水準に達するし、各年齢段階
における体格もまた、従来に比較して向上している(22)。この発達加速現
象は、文科省学校保健統計調査における「年間発育量の世代間比較」にお
けるピーク時の年齢層が若い方へ移行していることでも確認できる(23)。
そうであるならば、男性の身長がほぼ最終的な成長水準に到達する年齢
が17歳であるとしても、身体的自立を視点におく本稿としては、成人期の
身長水準にだいたいのところで到達する年齢に着眼するのが望ましい。そ
のため、1982年当時から20年間以上横ばい状況が続いている17歳男性の平
均身長によって身長の実相を読み解くのは十分ではない。それより若い年
齢においてほぼ成人の平均身長に到達している実相が表れていると考えら
れる。実際の身長の伸びは17歳より以前の段階で生じていると考えられる
からである。
結論から言えば、身長がほぼ成長を完成させるのは15歳頃（男女別では、
男子が15歳頃、女子が13歳頃）と考えてよいであろう。平成24年度の学校
保健統計調査によると、身長（平均値）の伸びは、15歳を境にして極端に
小さくなり、年間で㎝程度の伸びにとどまり、17歳でほぼ終了す
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る(24)。平成25年度の同統計調査においても同様で、15歳を境にして、身
長（平均値）の年間の伸びは極端に小さくなり、17歳でほぼ終了す
る(25)。このデータから、15歳以降を身長的には成人と同様に扱ってもよ
いと考えるのが合理的である。
以上のことから、「身体的自立」の要件は、一般に、15歳から適用して
よいと考えられる。
⑷ 社会的認知と人格的自律
社会的認知という側面から、社会規範や道徳、法規範といった文化を認
識する能力が備わる年齢を見定めることにする。当該年齢以降の少年は
「人格的自律」を有しており、成人と同等の存在と推定する。法の側面か
ら言えば、リーズナブル・マン・ルールを適用できる状況にあることを一
つの判断基準にするといえよう。すなわち、法は、人間ならば理性的に物
事を考え合理的に行動するであろうという合理的人間像を前提としている、
という原理である。道徳規範や法規範を知っているにもかかわらず反社会
的行動をとる少年については、このルールが適用できる状態にあると判断
できる（2012年の亀岡無免許少年自動車運転死傷事故においては、加害少
年は自ら無免許であることが発覚するのを恐れ道路交通法違反を犯さない
ように注意して運転していた）。一概に、少年はいまだ未熟なために成人
に求められる合理性を当該少年には適用できないと考えるのは、妥当では
ない。少年という理由だけで成人から区別して、犯罪においても、成人に
対するよりも緩やかな責任追及に留まるのは不合理である。一旦は当該ル
ールを適用し、その上で当該少年の未熟さの程度に応じて成人とは異なる
対処を行うべきである。
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⑸ 社会脳の側面からの考察
人格的自律を社会脳の側面から考察する(26)。
人間の社会行動と脳神経基盤との関係性についての研究として社会脳研
究が進められている。社会脳研究によれば、大きな社会を形成し複雑な社
会構造をもつ動物（特に霊長類）ほど脳が大きく、これは当該社会が複雑
な個体間関係を形成しているためであって、大きな脳は当該社会の中で
「他者とうまくやりながら生き延びる能力、社会的な環境への適応として
進化してきた」結果であると考えられている(27)。すなわち、霊長類の中
でも特に人間の脳は大きいのであって、そのことにより、人間は、そもそ
も複雑な社会構造の中で社会的に生きていける能力を有している、という
ことである。
換言すれば、人間の脳は社会と相互作用の関係をなしており、「ヒトの
脳は、養育者に守られて育ち、将来的に社会に出て文化を身につける上で
必要な様々なことを学習できるように、準
﹅
備
﹅
さ
﹅
れ
﹅
た
﹅
状
﹅
態
﹅
で生まれてくる」
のである。しかも人間は幼児の時から自発的な社会行動を見せており、た
だ受動的に社会的な環境を学習するのではなく、他者の視線や動きなど関
連のある情報に素早く注意を向け、視線を向けたり手を伸ばしたりして、
適応的にふるまっているのである。人間の社会脳に自発性があるというこ
とであり、この点、社会的認知のあり方も自発的な社会的認知であること
が重要である(28)。
人間の脳（社会脳）に「自発的な社会的認知」能力があることに注目し
て、憲法が求める「人格的自律」という要件の適用可能年齢を考察すると
き、当該適用年齢を意外と若い年齢にまで引き下げることのできる可能性
も出てくるのであって、「子ども」あるいは「少年」という概念枠で様々
な年齢の人間を一括りにして保護の対象とすることに改めて見直しのメス
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を入れる必要があると思われる。
⑹ 青年期の区分
特に13歳以降に刑法犯罪が急増し15歳・16歳でピークに達するという少
年非行(29)に対する考察を行う本稿の趣旨からすると、青年期を青年期前
期（13〜17歳・思春期）と青年期後期（18〜22歳）という二区分法では不
十分なので、より詳細な三区分法、すなわち青年期を青年期前期・青年期
中期・青年期後期に区分する区分法をできる限り利用することにする。こ
の場合、青年期前期はだいたい中学生に相当し、青年期中期はだいたい高
校生、青年期後期はだいたい大学生に相当する(30)。
次に、セルマンの
段階説との関連でみる。現代の心理学研究によって、
青年期においては、自分の周りの世界や社会を見る目が青年期の前期と後
期で質的に変容することが明らかになっている。セルマンの社会的視点取
得についての発達段階
段階説は次のごとくである。すなわち、第一段階
（〜歳）は主観的視点取得の段階である。第二段階（〜12歳）は相
互的視点取得の段階である。第三段階（10〜15歳）はいわゆる思春期であ
り、青年期区分法にいう青年期前期の年齢層で、第三者ないし相互的視
点取得の段階である。この第三段階は、当事者の全ての視点をより一般的
な第三者の立場から見ることができる。次の第四段階（15歳以上）は進化
した社会的視点取得の段階である。この第四段階は、より高度でより抽象
的な水準の対人的視点取得ができる段階である(31)。
本稿の関心事からすれば、上記第三段階および第四段階に注目する。特
に第四段階は社会規範や道徳規範さらには法規範の存在を認知できる段階
であるから、少なくとも、「自立した人格的存在」とみなしてよい対象年
齢の始期は15歳ということになる。10〜15歳までの第三段階の子どもに対
しては一般的な第三者の立場から見ることができる発達段階にあるので、
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「人を殴ってはいけない」「人を殺してはならない」といった根本的な領
域の道徳規範について社会的認知は可能であり、場合によっては「自立し
た人格的存在」という概念を適用してもよいかもしれない。第三段階に区
分される子どものうち中学生年齢になれば法規範の存在も認知できる能力
を持つと考えられるので、この年齢層の子どもは第四段階の子どもに準じ
た形で理解してよく、前提として「自立した人格的存在」と推定してよい
と考えられる。ただ、社会的認知については社会的文化的レベルや態様に
より影響を受けると考えられるから調査対象の国によって異なるかもしれ
ないので、この年齢区分を直截に判断基準の年齢区分とすることはできな
いかもしれないが、グローバル化された現代世界においてはだいたい同様
のものと考えてよいであろう。
⑺ 非行と仲間集団
本稿で非行少年グループによる凶悪事件こそ将来の日本社会に大きな負
荷をかけるものと考えるので、次に、仲間集団との関係をみる
非行との関連でいえば、非行は青年期に多く起こり、青年期を過ぎると
鎮静化する(32)。
青年期は、親から遠ざかっていき、仲間集団が重要になってくる。青年
期前期になると、親の圧力に対する感受性は低下するが、仲間圧力に対す
る感受性が増大する。そのために、同調（他者の期待に応える行動）その
ものは減少しないが、その対象が親から仲間へと移行する。青年期中期に
なると、仲間の圧力は増大し続けるが、感受性は低下するために同調せず、
自律した行動を取るようなる(33)。
非行グループの場合、仲間集団への帰属性は強化されるが、だからとい
って上記青年期中期の特徴である仲間集団への同調性の低下と自律化傾向
は一般には見られない、と考えられる。なぜなら仲間集団といっても、人
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間関係を構築した上での人格的な関係集団ではなく、むしろ組織内権力に
よる支配服従関係で構成される仲間集団だからである。これは、あたかも
会社組織におけるサラリーマン世界に類似するものであるが、サラリーマ
ン世界は法によって保護される世界である点に違いがある。サラリーマン
世界では、民法および男女雇用機会均等法によりパワー・ハラスメントな
いしはセクシュアル・ハラスメントあるいはマタニティ・ハラスメントの
主張を行い裁判で争うことができるなどの法的保護が存在する。非行グル
ープにおいてボスをパワハラで訴えた裁判を耳にしない。
非行グループの集団特性を上述のように考える上で例証となる事件が、
①女子高生コンクリート詰め殺人事件、②名古屋アベック襲撃殺人事件、
③長良川等事件、④鹿児島溺死少年事件(34)、⑤大阪ホームレス襲撃事
件(35)（2012年10月発生）、など多数にのぼる。
集団で行動する非行少年たちは、仲間集団の中で非行スキルを磨きネッ
トワークを作り、自分たちの行う非行によって逮捕など不利にならないよ
う情報交換を行っている。すなわち、今日のようなネット社会、高度情報
社会においては、悪い奴ほど情報の価値をより良く理解しているのである。
また本稿の対象とする非行の罪種については、少年非行の凶悪化というイ
メージが社会一般の認識になっているので、薬物非行や性非行よりはそれ
らとも繋がりはあるが、特に「凶悪非行」を対象とする。いわゆる行為障
害という精神疾患ではない少年による凶悪非行を問題にしたい(36)。
非行少年は仲間集団をつくることで、自分たちの社会、コロニーを形成
し、そこに自らの居場所を見い出すのである。
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．少年法への適用と違憲判断
⑴ 少年法と違憲判断基準
上述してきたところを踏まえて、少年法を検討する。15歳以上の者を個
人の尊重における「自立した人格的存在」としての「個人」とみなした場
合、法論理的には彼らは前提として少年ではないので（法政策的な視点で
の結論と齟齬が生じるかもしれないが）、本来成人と同じに取り扱われな
ければならない。この場合、かりに少年を理由とする特別な取扱い措置を
取るとしても、できるかぎり成人に近い取り扱いでなければならない。し
たがって、15歳以上の者に対しては、少年を理由とする別異取扱いの違憲
判断基準は「厳格な合理性審査基準」が妥当であると考える。
15歳以上の者に対して、最初から少年という目でみるのではなく、一人
前の大人という目で見た上で、未熟性に一定の配慮がある、という態度が
望ましいだろう。殺人や強姦など重大な事案は、この年齢の者ならその行
為が道徳的意味だけでなく法的意味でも犯罪であることは承知できている
だろうから、人間ならば当該凶悪行為に及ぶのを自ら抑止しなければなら
ない。人間ならば当該抑止能力を自ら形成するように自らの思考・意識を
方向づけていかなければならない。社会生活を営む者にあっては、少年で
あっても当該抑止能力を自ら形成していく義務が存在する。しかるに、当
該少年の周囲（警察・司法）も少年という目で見ていると、そのような周
囲の環境的態度を当該少年は鋭く読み取って自らの行動を有利なものにし
ようとする。このことは、結果的に、当該少年による当該抑止能力の自己
研鑽を阻害することになる。現行の少年法は上述の環境的態度を少年に提
示することになってしまっており、少年自身による当該自己研鑽を阻害し
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てしまっている側面がある。
情報においても、悪行に関する情報（悪行そのものに関する情報および
悪行の結果ができるだけ自己の不利にならないようにする情報）を、通常
人よりもいっそう多く獲得している。日常のさまざまな場面でそれが感得
される。破廉恥な非行がネットに流れるとすぐさまその模倣非行が起こる
（コンビニのアイスクリーム・ショーケースの中に横たわる非行が連続し
た）例や、自らの非行をネット配信して多くのものに見せようとする行為
（分間マッチと称して年少者を殴る蹴るの連続を撮影して配信した少年
の事例、小学低学年の一人下校の途中で中学生が執拗にからんできて脅し
を繰り返した行為を撮影して配信した少年の事例）は、彼らの年代がそれ
らの情報により多く接していることを意味している。また、犯罪行為を行
った場合、その対処を自己に有利になるように処理する方法を兄貴分に尋
ねたりする行為も、非行少年たちが情報の重要性を認識している証である。
集団を形成し、コロニーの一員になっていることが情報取得上も有利にな
るため、2012年の亀山無免許少年自動車運転死傷事故事件においても、事
故を起こした直後に誰かに電話をかけている少年の姿が目撃されたという。
⑵ 少年のパーソナル・ヒストリー
少年のパーソナル・ヒストリーについて若干言及する。青年期における
非行を引き起こしやすいリスク要因として、貧困、親の離婚、親からの虐
待、その他家族内のコンフリクト等があげられる。少年を取り巻く外在的
要因であるこれらが少年の行動に大きな影響を与えていることは肯定でき
るが、しかし、当該要因に晒された逆境にあったとしてもそれを乗り越え
ている人もまたいる。乗り越える契機になったのが教育であるか人との邂
逅であるか様々であろうが、本来人間というものは様々な意味でより良い
人生を求めるものであり、そのために自制心を培い忍耐力を高め人生への
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計画性を築き上げていく欲求は持っていると考えられる。非行に走る少年
においても然りであろう。すなわち、人間は自らの逆境的な成育環境を乗
り越えようとする存在なのである。かかる「人間の本性」を信じる。逆境
的生育環境を凌駕する機会を奪うのが反社会的な性向をもつ仲間集団への
帰属である。仲間集団への帰属性の強さは思春期・青年期後期に特徴的で
ある。非行少年の量刑選択におけるパーソナル・ヒストリーの評価にあた
っては、逆境的な成育環境にあったという事実を考慮事項として評価する
のではなく、むしろ帰属する反社会的な仲間集団から離脱する努力こそ高
く評価されなければならない、ということになる。個人の尊重という視点
に立てば、非行からの自己改善努力こそが重要なのである。
⑶ 違憲審査基準
上述したところにより、「自立した人格的存在」を前提とした個人の尊
重という視点に立てば、15歳以上の者に対して「厳格な合理性審査基準」
が適用されなければならない。すなわち、殺人・強姦・強盗といった誰が
見ても凶悪犯罪とわかる犯行に関して、前提として15歳以上の者を成人と
同等に位置づけ、その上で、①自らの力だけでは自律的に成長発達させる
ことが困難な未成熟性を有する度合い、および②飛躍的な成長発達を遂げ
る潜在能力（高い可塑性）を秘めた存在である点につき、実質的な合理的
関連性が証明できる場合にだけ、量刑の緩和を実施すべきである。この場
合の証明責任は当該少年の側にある。
翻って、15歳に満たない者に対しては、その者が少年であることを理由
に別異取扱い措置を取る場合、その違憲審査基準は、「合理性審査基準」
が妥当であろう。青年期前期・思春期少年の発達のあり方は千差万別であ
り、個々の少年によって異なる。その多様性に対応するためには、幅広い
選択肢が必要だからである。体格もまだ低く、人格的にも親との緊張関係
少年法量刑緩和規定の違憲性 129
― 129 ―
にあり自我の成長が不十分であるため、しかも反社会的な仲間集団への帰
属性が強くないので可塑性が高く、非行のリスク要因が様々で強弱もまた
種々であるからである。
⑷ 少年法51条の違憲性
少年法51条（死刑と無期刑の緩和）は、「罪を犯すとき十八歳に満たな
い者に対しては、死刑をもって処断すべきときは、無期刑を科する」（第
項）、「罪を犯すとき十八歳に満たない者に対しては、無期刑をもって処
断すべき時であっても、有期の懲役または禁固を科することができる。こ
の場合において、その刑は、十年以上十五年以下において言い渡す」（第
項）と規定している。すなわち、少年法51条は、17歳以下の者に対して、
死刑から無期への緩和が義務付けられており（第項）、無期から有期へ
の緩和が選択可能とされている（第項）。
51条が重罪につき緩和規定を置いているのは、「未成熟」である半面で
「可塑性の高い」少年犯罪者には成人以上に教育と社会復帰の観点が重視
されなければならないからである(37)、とされている。現行51条項は、
こういう観点から、行為時18歳に満たない少年に対して、死刑と処断する
時には必要的緩和措置を規定している。同項は、同様に、無期刑と処断
する時には選択的緩和措置を規定している。
まず、項について、厳格な合理性審査基準を適用した場合を検討して
みよう。死刑から無期刑への必要的緩和措置を取るべき実質的な合理的関
連性は存在するだろうか。死刑適用の判断基準である永山則夫事件最高裁
判決が厳格に適用されている場合、死刑判決を受ける非行少年はかなりの
悪質な行為を行ったものに限定されると予想される。目的審査として、未
熟性を強調できるほどの重要な年少性が存在しないから、15歳から17歳の
年齢は重要な理由にはなりえない。この点において、必要的緩和措置を規
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定している少年法51条項は違憲である。
かりに年齢が重要な理由になるとした場合、罪一等を減じるべき実質的
な関連性とは何であろうか。生育過程における親によるネグレクトおよび
身体的虐待の複合的虐待経験があるやなしやによるパーソナル・ヒストリ
ーが考えられ得るが、この場合、15歳から17歳までの全ての非行行為者が
当該虐待経験をもつとは限らないから、選択的緩和措置ならまだしも、必
要的緩和措置の規定は実質的合理的関連性が存するとは言い難く、この場
合においても、少年法51条項は違憲である。
次に、「未成熟性」を犯罪認識の側面から検討する。これまでの考察で、
15歳から、「自立した人格的存在」すなわち憲法13条にいう「個人」と呼
び始めると考えられる。中学校の段階では少なくとも道徳規範として、
「殺してはいけない」「盗んではいけない」「殴ってはいけない」というこ
とはわかっている。そして、運転免許に関して、バイク（自動二輪）に乗
るには運転免許が必要で当該運転免許取得可能年齢が16歳であることもわ
かっているはずだから、その前年の15歳までに当該運転免許が必要との法
規範を理解しているとみてよいだろう。すなわち、15歳頃には自分の身の
回りに関わる法規範に関心をもち理解できるようになると推察できる。そ
うであるならば、「殺してはいけない」など上記の道徳規範についても、
法規範として殺人罪・強盗罪・傷害致死罪などがあることは理解している
と考えてよい。したがって、少年法51条が対象としている死刑または無期
懲役に相当する犯罪については十分に理解していることになるので、責任
能力を問うことは十分に可能である。
さらに、「高い可塑性」の見極めについてみると、上述のところから、
非行少年が仲間集団を形成し、コロニーの一員として行動し居場所を確保
し始めると、可塑性は極端に低くなる。当該集団からの脱出は不可能に近
くなるだろう。したがって、仲間集団によるコロニーが形成されているか
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どうかが指標となる。上記の女子高生コンクリート詰め殺人事件その他

件の少年犯罪事件においては、かかるコロニーが形成されていると考えら
れるので、可塑性は高いとは言えず、したがって実質的な合理的関連性は
見出し得ないことになって、当該非行少年に対する量刑緩和規定は違憲と
なる。
無期刑から有期刑への選択的緩和措置を規定している少年法51条項に
ついては、目的審査においては、無期刑を科すほどの凶悪性に関して未熟
性を強調できるほど重要な年少性が存在するであろうか。当該凶悪性につ
いての認知能力は十分あり得るので、15歳から17歳の年齢は重要な理由に
はなりえないから、少年法51条項は違憲である。しかし（もし仮に目的
審査において年少性を重要な理由とすることができたとした場合）、手段
審査においては、上述の議論のごとく、生育過程における親によるネグレ
クトおよび身体的虐待の複合的虐待経験があるやなしやにつきパーソナ
ル・ヒストリーを考えた場合、15歳から17歳までの全ての非行行為者の中
には当該虐待経験を持つ者も存在することが予想されるから、選択的緩和
措置は実質的な関連性をもつ措置として妥当であると考えられるので、少
年法51条項は合憲である。
最後に、非行少年に「厳格な合理性審査基準」を適用する場合、年齢の
上限はいかに考えるべきかに言及する。。非行少年にとって、身体の大き
さは重要な要素であるから、身体が成人とほぼ同等になった時が当該適用
年齢の上限であると考えるのが妥当であろう。すなわち、上述より、発達
加速現象も考慮に入れると、身体的成長が15歳でほぼ成人の身長に到達す
るので、当該基準の適用年齢は15歳ないし16歳が上限となる。したがって、
17歳以上の年齢の者は凶悪犯罪を犯す行為において成人と同じに取り扱う
のが妥当である。したがって、少年法51条項の「罪を犯すとき十八歳に
満たない者」および同条項の「罪を犯すとき十八歳に満たない者」とい
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う文言は、非行という憲法上の価値を侵害した行為者を優遇する根拠はな
く、憲法違反の疑いを免れ得ない。
．おわりに
本稿では、日本国憲法の「個人」概念を中心に少年法における「少年」
の差別的取扱いを検討して同法の量刑緩和規定の違憲性を考察した。ここ
では本稿の社会的背景に言及したい。昨今、集団という形態を成して凶悪
犯罪を犯す非行少年たちの事件が後を絶たず、彼らを適切に処遇しなけれ
ば被害者遺族家族の無念・怨念が蓄積され、司法への信頼が揺るぎ、法治
国家の存立基盤に崩壊の危機をもたらすとの危惧の念を私は抱いている。
これまで本稿本論で見てきたように、人間の成長過程における12歳〜18
歳に至る時期は体格・思考力・知識量・社会認識性・経験値・生育環境・
仲間集団の性質など様々に異なっていて個人差が大きく、したがって、少
年イコール未成熟な存在、と捉えるのは現実的ではない。特に、グループ
を組んで行動する非行少年の実態のいくつかを少し検討しておく。
第に、亀岡無免許少年自動車運転死傷事故において、仲間集団を形成
している非行少年たちの最大の問題点は、加害少年たちが、自分たちが少
年であることを逆手にとって法と秩序を驚くほど軽視していたということ
である。当該少年たちは無免許運転を繰り返していることに何の罪悪感も
抱いていない(38)。この罪悪感欠如の意識傾向は法と秩序を支える文化基
盤を崩壊させる重大事である。自由と平等、民主主義の崩落に繋がる。
第に、上記亀岡無免許少年運転死傷事故の処理に関する問題点として、
自動車社会で暮らす一般人の常識からかけ離れた極めて法技術的な解釈に
終始した司法の態度であった。少年の無免許運転が危険運転致死傷罪の適
用要件の一つである「未熟運転」にあたるか否かを地検は検討しているが、
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結局、「少年には運転技能がある」と判断したという(39)。しかしながら、
これでは、無免許を重ね運転経験を積んだ方が有利ということになって、
あまりに不合理である。自動車が日常の履物のように頻繁に利用されてい
る現代において、それを可能にしたのがオートマチック車（オートマチッ
クトランスミッション）の普及である。オートマチック車が生活用自動車
のほとんどを占める現代社会において、車を動かすこと自体（かつては大
変な技能を要したが）は何の苦労もいらず、むしろ安全に運転することこ
そが現代社会の自動車運転の中核をなす問題である。だからこそ、自動車
運転免許に関わる様々な講習や広報は全て「安全運転」という点を強調す
るのである。したがって、現代社会における「運転技能」とは自動車それ
自体の「運転技術」よりはむしろ「安全運転」を中核に置いたものへと変
容している。無免許運転に「安全運転」はそもそも欠落している。
当該亀岡事件は、平成25年の秋、「自動車の運転により人を死傷させる
行為等の処罰に関する法律」（自動車運転死傷行為処罰法）が成立したこ
とで政治的には終焉したが(40)、この事件をめぐる司法の行動が、あまり
にも法技術的な処理に終始し、車社会に暮らす市民感覚から大きなズレを
生じ、結果として、司法自らが車社会における免許制度を瓦解させたとい
えるだろう。
第に、非行少年について、少年法が少年に対して予定している「未成
熟性」や「高い可塑性」とは真逆な現実、すなわち非行集団を形成して女
性を繰り返し輪姦・暴行・凌辱する行為に「人間性のかけらも見られな
い」という現実が女子高生コンクリート詰め事件高裁判決文中「被告人ら
に共通する情状」において指摘されている(41)。
以上、本稿で見てきたように、少年法51条の量刑緩和規定は、必要以上
に非行少年を甘く処遇し、その結果、彼らの自立した人格的存在を形成す
る自由を阻害してしまっているのである。
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＜註＞
() 統計数値の信憑性について、日本の犯罪白書や司法統計は、戦後の混乱した一
時期を除いて、昭和30年代くらいから同じ項目で、同じ基準で、同じデータをず
っと取っているので、かなり犯罪現象の実像を反映している、と説かれている。
廣瀬健二「少年法の現状と課題」日本大学法科大学院『法務研究』第号、2009
年月、95頁。
() 単独で猟奇的な事件を犯す少年いわゆる社会化されていない少年が犯す猟奇的
な非行・犯罪が世間に極めて大きなインパクトを与えているが、それらに対して
は臨床心理的なあるいは医学的な処遇による改善を待ちたい。田中奈緒子「非行
犯罪臨床心理学」越智啓太編『朝倉心理学講座18 犯罪心理学』朝倉書店、2005
年、144−148頁。
() 憲法の措定する人間像の変容については、近代立憲主義では抽象的な「完全な
個人」を措定した人間像（抽象的人間像）を前提に人権の保障や統治のあり方が
考えられたが、資本主義の進展により県第立憲主義がその出発点としてたてまえ
と現実とのかい離が次第にあらわになり、社会の中における具体的人間（具体的
人間像）に即して権利の保障や統治のあり方が考えられるようになった、という
形で、説明される。佐藤幸治『日本国憲法論』成文堂、2011年、18頁。また、具
体的人間の類型化も試みられ、精神的自律（自立）性ないし判断能力・自己決定
能力の程度を基準として、判断能力が十分な（状態にある）個人（A）と、判断
能力が不十分な個人（B）と、判断能力が欠如した個人（C）とに区分され、さ
らに、（B）を判断能力が不十分な未成年者と判断能力が不十分な成年者とに区
分する、という議論もある。竹中勲「判断能力が十分でない成年者と基本的人
権」『同志社法学』64巻号、130−頁。同『憲法上の自己決定権』成文堂、
2010年、35−頁。
(
) 浦部法穂『憲法学教室』（全訂第版）日本評論社、2006年、40頁。「個人の尊
重」についての浦部の解説は卓越して光芒を放っているので、以下にそれを引用
しておく。「『個人の尊重』とは、一人ひとりの人間を、自立した人格的存在とし
て尊重する、ということであり、平たくいえば、要するに、『一人ひとりの人間
を大事にする』ということである。それは、一人ひとりがそれぞれに固有の価値
を持っている、という認識に立って、それぞれの人が持っているそれぞれの価値
を等しく認めあっていこう、というものである。だから、ここでは、人はみな、
一人ひとりが違う存在なのだ、という捉え方が前提になる。違う存在だからこそ、
たった一人であっても、その人の価値は、『代わり』のきかない、かけがえのな
いものであり、尊重されなければならない、ということになるのである」同、40
−41頁。
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() なお、個人の尊重をめぐって、人間の尊厳との異同が論じられてきたし、そこ
から個性や人間性さらには人格性との関連が論じられてきた。これらの議論に関
して、芦部信喜説・佐藤幸治説・浦部法穂説・樋口陽一説・J．ヨンパルト説な
どが検証されている文献として、稲田恭明「人権は何を要求し得る権利か」井上
達夫編『講座人権論の再定位 人権論の再構築』法律文化社、2010年、71−
頁を参照。ホセ・ヨンパルト『日本国憲法哲学』成文堂、1995年、108−頁、
110頁以下、参照。
() 青柳幸一『個人の尊重と人間の尊厳』尚学社、1996年、37−頁。また、竹中、
前掲書、2010年、は、基本的人権を基礎づける根拠に関する学説を整理して、
「人間の尊厳」に求める説、「人間の潜在的可能性」に求める説、「人間の個別
性」に求める説、「相手を思いやるという関係性」に求める説、等に分類してい
る。同、39−40頁。
() 佐藤幸治『日本国憲法論』136頁。
() 上掲書、136−頁。
() 上掲書、137頁。なお、論者は③について、③が未成年者の自由への直接的介
入になり強力な自由制約となる可能性があるので、当該介入は、未成年者が「成
熟した判断を欠く行動の結果、長期的にみて未成年者自身の目的達成諸能力を重
大かつ永続的に弱化せしめる見込みのある場合に限って正当化されると解すべ
き」であると述べて、これは「限定されたパターナリスティックな制約」の特殊
な適用の場合であると限定している。同、137頁。）
(10) 井上宜裕「少年に対する保護処分の保安処分性㈠」『法政研究』79巻
号、
2013年、頁。改めて記述すると、フランスでは再犯防止のための保安処分とし
て刑罰と保護との中間的性質をもつ「教育的制裁」が2002年月日法によって
創設され、これまでは教育的措置の対象にしかならなかった10歳以上13歳未満の
少年が「教育的制裁」の対象になった。それに対して日本では、保安処分論が刑
法改正論議と相まって、触法精神障害者に対する治療処分に議論・関心が集中し
ている感がある、と述べている。同、頁。
(11) 丸山雅夫『少年法講義』（第版）成文堂、2012年、344頁。同旨、田宮裕・廣
瀬健二『注釈少年法』（第版）有斐閣、2009年、463−
頁。
(12) 丸山、上掲書、344頁。
(13) 松井茂記『少年事件の実名報道は許されないのか』日本評論社、2000年、ⅰ−
ⅲ頁。なお、81−頁、87−頁、154−頁、164−187頁も、参照。
(14) 小林直樹『暴力の人間学的考察』岩波書店、2011年、164頁、171−頁。同
「暴力考Ⅲ」『國家學會雜誌』第121巻11・12号、2008年10月、117頁以降。
(15) 本庄武「成長発達権の内容と少年法61条における推知報道規制の射程」『一橋
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法学』10巻号、2011年11月、102頁。子どもの権利条約12条は子どもだという
だけで意見を述べる機会が与えられない状況を改善するため「自己の意見を形成
する能力のある児童がその児童に影響を及ぼすすべての事項について自由に自己
の意見を表明する権利を確保する。この場合において、児童の意見はその児童の
年齢及び成熟度に従って相応に考慮されるものとする」と規定している。本庄は、
子どもの成長発達権はその実効性を担保するための手続的権利としての意見表明
権を合わせて保障していると述べている。同、103頁。
福田雅章は、子どもの権利の本質をめぐって、つの子どもの権利論（すなわ
ち、①客体的子ども観に立つ無権利論、②自律的子ども観に立つ自己決定・社会
的参加権論、③人間関係論的子ども観に立つ意見表明権論）を検討し、その中の
意見表明権論こそ子どもの権利の本質と説く。同『日本の社会文化構造と人権』
明石書店、2002年、pp. 43−53。なお、著者の所論については、子どもの権利論
を論ずる場合の「子ども」概念が抽象的観念的な「子ども」を前提としているよ
うに思える。私が本稿で論じてきたように、一言で「子ども」といっても、年齢
によって、人格の完成の度合い、身体の成長の度合い、社会的な正義に対する認
知の度合いなどにおいて相違があり、その現われ方は様々でありかつ大きく異な
っているのであって、子どもの権利を考える場合、これらの相違を考慮に入れな
ければ理論と実態との齟齬があまりに大きくなりすぎるように思われる。
(16) 松井、前掲書、178−頁。記述を正確に引用すると以下のとおりである。「た
しかに、子どもは、成長発達の権利を有しているといえるかもしれない。それは、
人間としてあるいは市民として、自己の知識を広め、判断能力を形成し、自分の
考えをもち、生きていけるようになることである。それは、広く自己決定権と呼
ばれるようになってきた権利とほぼ同じ意味といえよう。だが、それは結局子ど
もが、限定的ながら基本的人権の享有主体であるといっているのと同じことであ
り、それ以上の意味をもつものではない。子どもは、成長発達のために思想・良
心の自由も、表現の自由も、信教の自由も、学習権も、教育を受ける権利も、デ
ュー・プロセスの権利ももっている。しかし、それらを超えた固有のつの成長
発達権などという権利を考えることは困難だと思われる。」
(17) 本庄、前掲論文、105頁。
(18) 松井、前掲書、179−180頁。批判を正確に引用すると以下のとおりである。
「少年法の関係者の間では、少年法の理念である『健全育成』と、少年の成長発
達を同じ意味と捉える傾向が非常に強い。そのため少年には『健全に成長する権
利』があるとさえいわれる。しかし、たとえ憲法が成長発達の権利を保障してい
たと解されるとしても、それは社会の求める『健全な育成』とは同じ意味ではな
い。むしろ『健全な育成』という考え方は、子どもの成長発達に枠をはめるもの
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であり、両者の間には緊張関係が存在する。この点を見失うと、少年の成長発達
と社会による『健全な育成』が同一視され、少年の自由が不当に侵害されるおそ
れがきわめて大きいというべきであろう。」180頁。'
(19) 浜崎隆司・田村隆宏編『やさしく学ぶ発達心理学』ナカニシヤ出版、2011年、
124頁、特に「表− 性別ごとの第二次性徴の特徴」参照。
(20) 日野林俊彦「青年と発達加速」南徹弘編『朝倉心理学講座 発達心理学』朝
倉書店、2007年、176頁。
(21) 上掲論文、176−頁。
(22) 上掲論文、176頁。同旨として、「近代化とともに身体的早熟化が指摘され、第
二次性徴の訪れも前傾化を示すといわれてきた」とも記述されている。伊藤美奈
子編『朝倉心理学講座16 思春期・青年期臨床心理学』朝倉書店、2006年、頁。
(23) 文部科学省生涯学習政策局『平成25年度学校保健統計調査（確定値）の公表に
ついて』平成26年月28日公表、頁。慎重についての年間発育量のピーク（も
っともよく発育し身長の伸びが大きかった年齢層）を1940年生まれ、1965年生ま
れ、1995年生まれの世代間で比較すると、男子の場合ではそれぞれ14〜15歳、
12〜13歳、11〜12歳となり若い世代ほど早い年齢層でピークを迎える。女子の場
合も同様の傾向があり、それぞれ11〜12歳、10〜11歳、〜10歳となっている。
(24) 身長（平均値）の年齢ごとの伸びをみると、男子の場合、11歳から12歳への
年間の伸びは7.4cmで、12歳から13歳へのそれは7.1cm、同様に14歳へのそれは
5.6cm、15歳へのそれは3.3cm、16歳へのそれは1.4cm、17歳へのそれは0.9cm、
であった。女子について同様の計算法で算出すると、13歳を境にして極端に身長
（平均値）の伸びが小さくなる。文部科学省生涯学習政策局『平成24年度学校保
健統計調査（確定値）の公表について』平成25年月29日公表、頁。なお、同
統計調査は、「（参考）身長の分布図」において「高校年生では、男女とも中学
校年生から大きな差はなく、身長の伸びが終了しつつある」と分析している。
同、頁。
(25) 身長（平均値）の年齢ごとの伸びをみると、男子の場合、11歳から12歳への
年間の伸びは7.3cmで、12歳から13歳へのそれは7.2cm、同様に14歳へのそれは
5.5cm、15歳へのそれは3.3cm、16歳へのそれは1.6cm、17歳へのそれは0.8cm、
であった。女子について同様の計算法で算出すると、13歳を境にして極端に身長
（平均値）の伸びが小さくなる。文部科学省生涯学習政策局『平成25年度学校保
健統計調査（確定値）の公表について』平成26年月28日公表、頁。
(26) 社会脳という観点のほかに、法文化の受容性という観点から文化心理学の成果
を踏まえるべきとも考えるが、これは現在の筆者の能力を超えるものであるので、
別の機会に検討していきたい。
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(27) 千住淳『社会脳の発達』東京大学出版会、2012年、19−23頁。
(28) 上掲書、186−頁。環境に応じて自然に駆動される認知行動の様式を社会脳
の自発性という。同、184頁「コラム欄」。
(29) 二宮克美・大野木裕明・宮沢秀次編『ガイドライン生涯発達心理学』ナカニシ
ヤ出版、2006年、85頁・183頁。
(30) 白井利明「青年期」無籐隆・子安増生編『発達心理学Ⅱ』東京大学出版会、
2013年、頁。
(31) 浜崎・田村、前掲書、125頁。
(32) 白井、前掲論文、29頁。
(33) 上掲論文、16−頁。
(34) 遊び仲間を暴行し岸壁から海へ蹴り落として溺死させた少年非行事件「鹿児島
事件」のこと。林宏嗣稿「ケーススタディ④鹿児島事件」竹内譲治編著『少年事
件の裁判員裁判』現代人文社、2014年、90頁以下。
(35) この事件は、JR大阪駅周辺で、ホームレスの男性人が相次いで襲撃され、
人死亡、
人重軽傷を負った。市内の少年人が、殺人容疑などで、逮捕され
た。少年ら、無抵抗のまま暴行され、悲鳴をあげている被害者たちの様子をスマ
ホで動画撮影していた。「殴ったらスカッとすると思った。楽しければ何でもよ
かった」と供述。
(36) 少年鑑別所に入所した男女を調査した研究では、行為障害と診断された少年の
比率は56.1パーセントであった。他の同様の研究も当該比率が56パーセントであ
った。また、少年鑑別所から重度の非行性を教育対象とする特別少年院に送られ
た子どものうち90パーセントが行為障害だった。大石史博・西川隆蔵・中村義行
編『発達臨床心理学ハンドブック』ナカニシヤ出版、2005年、103頁。
(37) 丸山、前掲書、344頁。
(38) 2012年になって、仲間の車で本格的に車の運転を始め、事故までに20回以上も
運転していた。無免許運転を繰り返したことについて、「何の罪悪感もなかった。
警察にばれないよう不断からシートベルトをして速度も抑えていた」と答えてい
る。2012年月16日付『朝日新聞』
(39) 2012年月17日付『朝日新聞』
(40) これを受けて、今年2014年月20日に、自動車運転死傷行為処罰法が施行され
た。刑法の特別法として成立した同法は、刑法から208条のおよび211条項を
取り出し、危険運転致死傷罪には従来通りの酒・薬物の影響で正常な運転が困難
な状態で自動車死傷事故を起こした場合（最高刑20年）の他に、酒・薬物・特定
の病気の影響で正常な運転に支障が生じるおそれのある状態で自動車死傷事故を
起こした場合の罪（最高刑15年）新設し、過失運転致死傷罪の他に新たに、酒・
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薬物の発覚を免れるために逃走した場合の発覚免脱罪（最高刑12年）を新設した。
さらに同法は、無免許運転に対しても定め、無免許運転で上述の
つの罪を犯し
たときは年〜年刑期が加算される仕組みである。しかし、無免許で酒を飲ん
で正常な運転ができないのに自動車を走行させて死傷事故を起こしたときは、無
免許でない場合と同じく20年の刑期となり、この最も悪質なパターンの犯罪行為
に対する刑罰としてはいささか水を薄める形になっているのではないだろうか。
(41) 女子高生監禁殺人事件控訴審判決（東京高判 平成年月12日、高裁刑集44
巻号123頁）少し長いが、判決文の一部を引用する。「 被告人らに共通する
情状について／ 本件一連の犯行の概要及び甲関係の事案の詳細は、先に三、四
で判示したとおりであり、被告人らは、前記のとおり、被告人 Aを中核とする
非行集団を形成し、被告人ら全員又はその一部の者が、時に他の不良仲間も加わ
るなどして共謀のうえ、もしくは単独で、昭和六三年一〇月下旬から昭和六四年
一月上旬にかけて本件各犯行を重ねたものであるが、ここで、各事犯において被
告人らにおおむね共通する情状について検討する。／ (1)甲関係の犯行の情状
について／ 甲に対する猥褻目的略取、監禁、強姦、殺人、死体遺棄の事犯の
内容は、先に四において見たとおりで、甲の監禁中、被告人らによりなされた輪
姦の犯行や、甲に対する暴行、凌辱の数々の所為は、常軌を逸した異常、残忍、
凶悪なもので、徹底的に甲を辱めて打ち興ずるなど、そこには人間性のかけらも
見られない。／ 更に、甲殺害当日の犯行は、被告人らの度重なる暴行により、
すでに、顔面は腫れ上がって変形し、火傷は多数箇所にわたって膿み爛れるなど
し、食物もほとんど与えられないまま、衰弱しきって終日ただ横臥しているのみ
の状態にあった甲に対し、被告人 Aを中心に、あたかも、被告人らが互いに、
その残忍、凶悪さを競い合うかのように、約二時間にわたり、執拗かつ強度の凄
まじい暴行を加え続け、未必の殺意をもって甲を殺害したもので、その凄惨な犯
行状況には、慄然とした思いを抱かずにはいられない。そして、甲が死亡するや、
犯行発覚を免れるため、その死体をコンクリート詰めにするという異常な方法で
空地に投棄するなど（ただし、被告人 Dは、右死体遺棄の犯行には関与してい
ない。）、被告人らの本件一連の犯行には、甲の人間としての尊厳に対する一片の
配慮をも窺うことができない。／ 被告人らは、甲を猥褻目的で略取してから
殺害するまで、四〇日間にわたって被告人 Cの居室に監禁したものであるが、
被告人らが、このように長期にわたる監禁を意図していたものではないとしても、
被告人らのたまり場になっていた被告人 C方に、甲を連行して監禁するという
犯行態様それ自体、及びその後の事態の推移に照らすと、そもそも、当初の段階
において、甲を早期に解放するという考えが、被告人らにあったとは認められな
い。また、監禁が長期化したのは、甲を解放することにより、犯行が発覚するこ
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とを恐れ、更には甲の傷が重くなり衰弱が進んだためその処置に窮した結果であ
るという面があるとしても、それは被告人らの手前勝手な事情というべきである。
そのうえ、被告人らは、甲に対する女性としての興味を失った後も、ただ単に甲
の自由を拘束していたというのではなく、被告人らの暴行、虐待等により、顔面
が腫れあがり、火傷は膿み爛れるなど、醜く変った甲を疎ましい存在と考えて、
日常会話の中で、甲の死やその死体処理の話を交わすなどしつつ、更に執拗、冷
酷、残虐極まりない暴行、凌辱を加え続け、ついに甲を殺害しているのであり、
その間の経過に、被告人らに同情すべき点があるとは思われない。／ また、
被告人 Aが、暴力団関係者と接近し、他の被告人らも被告人 Aを介して暴力団
関係者と関わりを持つに至ったことが、被告人らの生活環境を悪化させ、その非
行性をいっそう深化させたものと認められるけれども、たやすく暴力団関係者に
接近し、あるいは、その働きかけに応じて感化された被告人ら自身の責任も見過
ごすことができない。／ そして、被告人らが、犯行時いずれも少年であり、
その資質、生育歴、家庭環境等から、成熟度において劣るものがあったこと、甲
に対する暴行、凌辱は、このような被告人らが、集団心理も加わって、互の行為
に刺激され、影響され、虚勢を張り合って、とりわけ激しいものになったという
面があること、更には、世上に氾濫する、乱れた性風俗や、殺伐な人命軽視の場
面を興味本位に扱った、低俗で刺激的なマスメディアの諸情報に、被告人らが無
批判に汚染されていたであろうことなどが認められるけれども、これらを理由と
して、その罪責を大幅に軽減するのが相当であるとは認め難い。」同控訴審判決、
同集44巻号163−166頁。
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